福祉用具販売を行う事業者の皆様へお知らせ

　介護保険制度により、在宅で生活している要介護者が、介護保険の対象となる福祉用具を購入した場合、その費用を償還払いで介護保険から支給されていましたが、介護保険法の改正により平成１８年４月１日から、介護保険対象となる福祉用具を販売される事業所の方は、事業者指定を受けることが必要になりました。指定された事業所で販売される特定福祉用具を購入した場合に限り、福祉用具購入費の支給対象となります。

· 平成１８年４月１日に事業者指定を受けるには

· 特定福祉用具販売　　　　（要介護１から要介護５までの方に販売する場合）

· 特定介護予防福祉用具販売（要支援１から要支援２の方に販売する場合）

石川県長寿社会課に３月２４日（金）（必着）

までに指定申請書の提出が必要です。

· 郵送可（〒９２０－８５８０　石川県金沢市鞍月１丁目１番地　石川県長寿社会課宛）

３月２４日までに長寿社会課に届かなかった場合は、４月２０日以降指定となります。

○　購入費が支給される福祉用具（特定福祉用具）

· 腰掛便座（ポータブルトイレ、補高便座等）

· 特殊尿器（自動に採尿するもの）

· 入浴補助用具（浴槽用手すり、シャワーチェアー等）

· 簡易浴槽（簡易な介護浴槽類）

· 移動用リフトのつり具の部分（リフトのベルト、シート類）

特定（介護予防）福祉用具販売事業

現在発表になっている内容により考えられる指定基準及び指定申請に必要な書類は以下のとおりです。今後厚生労働省から新たな政省令等が公布された場合には追加資料の提出をお願いすることがあります。

（１）業務内容

　特定福祉用具販売の事業は、利用者の心身の状況、希望及びそのおかれている環境を踏まえた適切な福祉用具の選定の援助、取付け、調整等を行い、福祉用具を販売することにより利用者の日常生活上の便宜を図り、その機能訓練に資するとともに、利用者を介護する者の負担の軽減を図るものです。

（２）指定基準

	人員基準
	管理者
	· 事業所ごとに配置すること

· 常勤専従の管理者を配置すること

ただし、次の場合は、兼務が可能と考える

1 管理者が当該事業所の他の職務に従事する場合

2 同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事する場合

	
	専門相談員
	· 常勤換算方法で２名以上配置されていること

· 専門相談員の資格要件

介護福祉士、義肢装具士、保健師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、厚生労働大臣指定講習会修了者、ヘルパー１級・２級課程修了者等

	設備基準
	事務室
	· 事業の運営を行うために必要な広さの区画を有すること

・利用申込の受付け、相談等に対応する適切なスペースを確保すること



	
	その他の設備等
	· 福祉用具販売の提供に必要な設備及び備品を備えること


※　指定特定介護予防福祉用具販売事業者、指定福祉用具貸与事業者、指定介護予防福祉用具貸与事業者のいずれかと一体的に運営される場合については、各事業の専門相談員の員数を満たすことにより、当該事業の専門相談員の員数を満たしているとみなすことができます。

（３）指定の申請

特定福祉用具販売事業の指定を受けようとする者は、「指定申請書（第１号様式）」に必要な書類を添付して事業所が所在する都道府県知事に申請を行います。

申請に必要な書類は、次のとおりです。

【申請に必要な書類一覧】

	種別
	書類名

	指定申請書
	別記様式申請書（第１号及び第１号の２様式）

	付表
	付表１２　　　特定福祉用具販売事業者の記入事項

	添付書類
	１　申請者の定款、寄付行為等（写）及びその登記事項証明書又は条例等　　　　　　　

　　※原本証明をしてください

２　従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

３　資格証（写）

４　雇用契約書（写）

５　管理者経歴書

６　事業所の平面図

７　土地・建物の登記簿謄本（又は賃貸契約書）（写）

８　運営規程

９　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

10　組織体制図

11　当該申請に係る事業に係る資産の状況

12　介護保険法第７０条第２項（介護保険法第１１５条の２第２項）各号に該当しないことを誓約する書面

13 役員の氏名等

14　損害賠償保険加入者証（写）


【特定福祉用具販売事業者の指定申請に必要な添付書類の詳細】

	番号
	添付書類
	内容
	備考

	１
	申請者（開設者）の定款、寄付行為等及びその登記事項証明書又は条例等

（要原本証明）
	①介護保険に関する事業を実施する旨の記載のある定款又は寄付行為の写し

②介護保険に関する事業を実施する旨の記載のある登記事項証明書

③特定（介護予防）福祉用具販売を行う旨の定款がない場合は、早急に変更することを誓約する書面も添付してください


	2 公設施設等については、条例の写しを添付



	２
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

（参考様式１）

（兼務している場合は、時間数を按分し、職種ごとに分けて記載する）
	・管理者及び従業者の、毎日の勤務すべき時間数（４週間分）を記入した勤務表

　職種の分類は、次のとおり

　（管理者／専門相談員）

· その他の注意事項は「参考様式１従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のとおり
	・専門相談員

	３
	資格証（写）
	・資格が必要な職種の資格証の写し


	

	４
	雇用契約書（写）
	・勤務形態表に載せてある職員についての雇用契約書の写し


	

	５
	管理者経歴書

（参考様式２）
	・当該事業の管理者の住所、氏名、電話番号、生年月日、主な職歴。

・当該事業に関する資格を有する場合は、併せて記載
	

	６
	事業所の平面図
	・事業所の平面図（用途・面積を明示した、Ａ４版のもの）


	

	７
	土地・建物の登記簿謄本（又は賃貸契約書）（写）
	・事業所の土地・建物の登記簿謄本（賃貸の場合は賃貸借契約書）の写し
	

	８
	運営規程
	・次の内容について、具体的かつわかりやすく定めてください

１　事業の目的及び運営の方針

２　事業所の名称及び所在地

３　従業者の職種、員数及び職務内容

４　営業日及び営業時間

５　指定特定福祉用具販売の提供方法、取り扱う種目及び利用料その他の費用の額

６　通常の事業の実施地域

７　その他運営に関する重要事項

・営業日及び営業時間については、年間の休日も含めて定めてください

・利用料その他の費用の額については、料金表を添付するなど、具体的に定めてください

・通常の実施地域については、市町村単位を基本とします
	７については、①従業者及び退職者の秘密保持②従業者の研修

	９
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

（参考様式６）
	・次の事項について、具体的かつわかりやすく記載してください

１利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）・担当者の設置

２円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

３その他参考事項


	

	10
	組織体制図
	・法人全体像がわかるもの


	

	11

12
	当該申請に係る事業に係る資産の状況

①資産の目録

②収支予算書（参考様式９）

介護保険法第７０条第２項（介護保険法第１１５条の２第２項）各号に該当しないことを誓約する書面


	· 次の事項について、それぞれ用意してください

1 直近の決算書（ない場合は、資産目録等）

2 今後３ヶ年分

・誓約書


	・資産目録には少なくとも流動資産（現金、預金等）を入れてください

	13
	役員の氏名等


	· 法人役員の氏名住所等を記載の上押印してください
	

	14
	損害賠償保険加入者証（写）
	・事故に対する損害賠償保険加入者証（証券がまだの場合は申込書・領収書の写し）


	


· 書類は特段の定めがない限り、原則として日本工業規格Ａ４型とします。

様式・記載例については、

http://www.pref.ishikawa.jp/ansin/wam/tuuchi/tuuchi.htm
を参照して下さい。

なお、すでに福祉用具貸与事業所として指定を受けていて、かつ福祉用具販売を行っている事業所につきましては、申請書・付表・添付書類１，８，１２，１３のみを提出してください。（同一敷地内で、指定福祉用具貸与事業を一体的に運営している場合に限る）

	問い合わせ先

石川県健康福祉部長寿社会課

在宅サービスグループ

〒９２０－８５８０

石川県金沢市鞍月１丁目１番地

TEL：076-225-1417

FAX：076-225-1418


